
※連結の範囲※連結の範囲※連結の範囲※連結の範囲

一部事務組合・広域連合

鹿角広域行政組合

普通会計 特別会計・企業会計 秋田県市町村総合事務組合

一般会計 国民健康保険事業特別会計 秋田県市町村会館管理組合

後期高齢者医療特別会計 秋田県後期高齢者医療広域連合

介護保険事業特別会計

下水道事業特別会計 地方公社・第三セクター等

農業集落排水事業特別会計 (公財)鹿角市子ども未来事業団

簡易水道事業特別会計 (株)かづの観光物産公社

上水道事業会計 (有)八幡平地域経営公社

市全体

※地方公社・第三セクター等の連結対象条件（範囲）として、出資比率が５０％以上又は役員の派

遣等を行っている法人としています。

　平成１８年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関

する法律」（行政改革推進法）を契機に、地方の資産・債務改革の一環として「新地方公

会計制度の整備」が位置づけられました。

　本市においても、総務省が公表した「新地方公会計制度実務研究会報告書」における

「総務省方式改訂モデル」により財務書類４表の作成を行ってきました。この財務書類４

表とは、発生主義・複式簿記の考え方に基づいた、貸借対照表（バランスシート）、行政

コスト計算書（損益計算書）、純資産変動計算書、資金収支計算書（キャッシュ・フロー

計算書）の４表です。これまでの単年度予算主義による現金主義及び単式簿記では把握し

きれなかった、資産・負債等の「ストック情報」や行政サービスを提供するために発生す

る費用の「コスト情報」等が、この財務書類４表を作成することで容易に把握できるよう

になっています。

　また、普通会計に加え、公営事業会計や第三セクター等を繋げた連結財務書類を作成し

ており、本市に係る全体の財政構造やそれらの健全性について把握しやすくなっていま

す。

　本市の平成２７年度決算に基づく普通会計及び連結における財務書類は、これまでと同

様に、他自治体との比較が容易に行えるよう「総務省方式改訂モデル」を選択し作成して

います。

連結グループ

平成27年度連結財務書類４表の公表について
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資産の部 負債の部

１．公共資産 905 億 1,791 万円 １．固定負債 322 億 5,538 万円

有形・無形固定資産 902 億 2,220 万円 地方債 296 億 4,062 万円

売却可能資産 2 億 9,571 万円 退職手当引当金等 26 億 1,476 万円

２．投資等 46 億 2,218 万円 ２．流動負債 40 億 6,662 万円

投資及び出資金 5,416 万円 翌年度償還予定地方債 24 億 4,519 万円

貸付金 1 億 763 万円 給与引当金など 16 億 2,143 万円

基金など 41 億 1,114 万円 負債合計 363 億 2,200 万円

長期延滞債権 5 億 3,341 万円 純資産の部

その他 △ 1 億 8,416 万円

３．流動資産 55 億 4,762 万円

現金・預金 54 億 2,121 万円 １．公共資産等整備 188 億 3,855 万円

未収金など 1 億 2,641 万円 　　（国・県補助金等）

４．繰延勘定 20 万円 ２．公共資産等整備 508 億 3,993 万円

資産合計資産合計資産合計資産合計 1,0061,0061,0061,006 億億億億 8,7918,7918,7918,791 万円万円万円万円 　　（一般財源等）

３．その他一般財源等 △ 53 億 1,257 万円

純資産合計 643 億 6,591 万円

負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計 1,0061,0061,0061,006 億億億億 8,7918,7918,7918,791 万円万円万円万円

経常行政コスト

１．人に掛かるコスト 30 億 3,882 万円

　　（職員の給与、退職手当など）

２．物に掛かるコスト 68 億 1,032 万円

　　（物品購入、光熱水費、修繕費、減価償却費など）

３．移転支出的なコスト 183 億 6,442 万円

　　（社会保障給付や各種団体への補助金など）

４．その他のコスト 9 億 1,065 万円

　　（地方債の利子など）

　合計（Ａ） 291 億 2,421 万円

経常収益

１．市民の皆さんが直接負担する施設使用料、手数料、保険料など 89 億 8,383 万円

　合計（Ｂ） 89 億 8,383 万円

　純経常行政コスト（Ａ）－（Ｂ）　純経常行政コスト（Ａ）－（Ｂ）　純経常行政コスト（Ａ）－（Ｂ）　純経常行政コスト（Ａ）－（Ｂ） 201201201201 億億億億 4,0384,0384,0384,038 万円万円万円万円

･現在までの世代が負担した金額や国などから受け

た補助金などの正味資産を表します。

　市と関連団体を連結した一つの行政サービス実施体が、サービスを提供するためにどれだけのコスト

が掛かるかを計算したものです。国民健康保険や介護保険などの社会保障給付等を計上している移転支

出的なコストの割合が高くなっています。

　住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債・純

資産）で賄ってきたかを示したもので、資産・負債・純資産の三つの要素から構成されています。表左

側の資産合計額（借方）と表右側の負債・純資産合計（貸方）が等しく、左右のバランスがとれている

ことから「バランスシート」とも呼ばれています。

・普通会計や公営事業の地方債、関係団体の長期

借入金などで、将来世代の負担を表します。

借　　方 貸　　方

・所有する資産の内容と金額で行政サービスの

提供能力を表します。

連結貸借対照表

連結行政コスト計算書
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　期首（平成２６年度末）純資産残高 643 億 5,735 万円

○変動要因

１．純経常行政コスト △ 201 億 4,038 万円

２．一般財源（市税、地方交付税など） 115 億 6,120 万円

３．国・県補助金など 87 億 2,596 万円

４．臨時損益 △ 3 億 121 万円

５．その他 1 億 6,299 万円

合計 856 万円

期末（平成２７年度末）純資産残高期末（平成２７年度末）純資産残高期末（平成２７年度末）純資産残高期末（平成２７年度末）純資産残高 643643643643 億億億億 6,5916,5916,5916,591 万円万円万円万円

　期首（平成２６年度末）資金残高 20 億 3,636 万円

○当年度現金増減額

１．経常的収支 31 億 9,904 万円

・収入（市税、交付金、使用料等） 293 億 1,778 万円

・支出（人件費、社会保障給付費、補助金等） 261 億 1,874 万円

２．公共資産整備収支 △ 5 億 3,126 万円

・収入（国・県補助金、地方債等） 31 億 8,217 万円

・支出（公共資産整備費等） 37 億 1,343 万円

３．投資・財務的収支 △ 24 億 2,496 万円

・収入（貸付金回収額等） 7 億 8,172 万円

・支出（地方債償還額等） 32 億 668 万円

４．翌年度繰上充用金 0 万円

合計 2 億 4,282 万円

経費負担割合変更に伴う差額 ※1 20 万円

　期末（平成２７年度末）資金残高　期末（平成２７年度末）資金残高　期末（平成２７年度末）資金残高　期末（平成２７年度末）資金残高 22222222 億億億億 7,9387,9387,9387,938 万円万円万円万円

※1　秋田県市町村総合事務組合及び秋田県後期高齢者医療広域連合の経費負担割合の変更により

生じる今年度期首資金残高と前年度期末残高の不整合等の調整。

　貸借対照表にある「純資産（正味の資産）」が、１年間でどのように増減したかを示したもの

です。

　平成２７年度の純資産は、純経常行政コストの減少や一般財源の増加などにより、８５６万円

の増加となりました。

　１年間の現金収入（歳入）と支出（歳出）が、どのような理由で増減しているかを性質別に区

分したものです。

　別名「キャッシュフロー計算書」とも呼ばれています。経常的収支の黒字部分を公共資産整備

や借入金の返済（地方債の償還金）に充てていることが分かります。

※財務情報の分かりやすい開示ということで、出来るだけ分かりやすく公表するため、総務省が※財務情報の分かりやすい開示ということで、出来るだけ分かりやすく公表するため、総務省が※財務情報の分かりやすい開示ということで、出来るだけ分かりやすく公表するため、総務省が※財務情報の分かりやすい開示ということで、出来るだけ分かりやすく公表するため、総務省が

示している「簡潔に要約した財務書類」で、重要な科目に絞って作成しています。各会計や関連示している「簡潔に要約した財務書類」で、重要な科目に絞って作成しています。各会計や関連示している「簡潔に要約した財務書類」で、重要な科目に絞って作成しています。各会計や関連示している「簡潔に要約した財務書類」で、重要な科目に絞って作成しています。各会計や関連

団体の内訳等、詳しい情報は、別に計上してあります。団体の内訳等、詳しい情報は、別に計上してあります。団体の内訳等、詳しい情報は、別に計上してあります。団体の内訳等、詳しい情報は、別に計上してあります。

連結純資産変動計算書

連結資金収支計算書
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